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社会構造が大きく転換する中、人口減少や経済の再生・発展など、本県が

直面する課題に挑戦し、未来に向けて、持続可能で安心して暮らせる社会を

創造する「美しい“ふじのくに”」づくりを推進するため、県政の重要課題に

対して、迅速かつ的確に対応できるよう、組織定数の改編を行いました。

組織定数改編のポイント

（１） イノベーション事業の推進

◆ 本県の課題解決に向けた先進的事業の推進

本県が直面する人口減少等の課題解決に取り組む「イノベーション事業」を

推進するため、担当課を増員し必要な体制を整備する。

（うち知事部局＋７人）

事業名 担当課 増員

次世代エアモビリティ導入促進事業

デジタル戦略課 ＋１人
仮想空間デジタルクリエイト分野の

人づくり・仕事づくり事業

廃棄物の再資源化モデル構築事業

（紙おむつの再資源化）
廃棄物リサイクル課 ＋１人

スポーツ医科学機能推進事業 スポーツ政策課 ＋１人

スタートアップ支援事業

マリンバイオ産業振興事業

産業イノベーション推進課

新産業集積課
＋３人

インフラメンテナンスデジタル活用推進

事業
建設政策課 ＋１人

バーチャルスクール推進事業
教育委員会事務局

義務教育課
＋２人

合計 ＋９人

富国有徳の「美しい“ふじのくに”」づくり

～未来に翔く ＳＤＧｓの理想郷～
はばた を目指すための組織づくり
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（２） 災害からの早期復旧、復興対応に向けた体制強化

◆ 令和５年台風第２号災害からの早期復旧

令和５年６月に発生した台風第２号により被災した道路、河川などの公共土

木施設の早期復旧のため、島田、袋井及び浜松の各土木事務所を増員する。

（＋４人）

◆ 熱海市伊豆山地区土石流災害からの早期復興

熱海市伊豆山地区土石流災害からの復興対応のため、熱海土木事務所を

増員する。（＋１人）

（３） 盛土対策の推進に向けた体制強化

◆ 盛土規制法の運用開始に向けた対応

令和７年度の盛土規制法運用開始に向けた準備を進めるとともに、不適正な

盛土の適正化に向け、盛土対策課を増員する。（＋２人）

方針１ 人づくり・富づくりを着実に推進する取組

（１） 安全・安心な地域づくり

◆ 第５次地震被害想定の策定による防災・減災対策の推進

国が見直しを進めている地震被害想定や、これまでの本県の防災対策の進

捗等を踏まえた第５次地震被害想定を策定するため、危機政策課を増員する。

（＋２人）

◆ 令和５年台風第２号災害からの早期復旧（再掲）

◆ 熱海市伊豆山地区土石流災害からの早期復興（再掲）

◆ 盛土規制法の運用開始に向けた対応（再掲）

◆ 新型インフルエンザ等対策行動計画の推進

県の新型インフルエンザ等対策行動計画の改定をはじめとする感染症対策

を推進するため、感染症対策課を増員する。（＋４人）
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◆ 地域医療提供体制の確保

医師の働き方改革に応じた地域医療提供体制の確保に取り組むため、地域

医療課を増員する。（＋１人）

また、健康寿命の延伸に向けた歯科保健医療の推進のため、医療政策課に

歯科医師を増員する。（＋１人）

◆ 児童相談所の体制強化

児童虐待の相談対応件数の増加を踏まえ、発生予防から早期発見、自立

支援まで一連の対策に対応するため、東部及び西部児童相談所を増員する。

（＋４人）

（２） 持続的な発展に向けた新たな挑戦

◆ 多様な環境問題への対応

本県の貴重な自然環境の保全・利活用や、豊かな水資源の保全といった多

様な環境課題へ対応するため、自然保護課、生活環境課及び水資源課を増員

する。（＋３人）

（３） 未来を担う有徳の人づくり

◆ 児童相談所の体制強化（再掲）

◆ 医科大学院大学の設置検討

更なる医師確保と医療水準の向上に向けて、医科大学院大学の設置検討を

進めるため、健康福祉部企画政策課を増員する。（＋１人）

◆ 聴覚障害児療育体制モデルの推進

県立総合病院と連携した全国初の人工内耳装用児向けの療育体制を構築

するため、こども家庭課を増員するとともに、静岡県立病院機構へ職員を派遣

する。（＋２人）

（４） 豊かな暮らしの実現

◆ スタートアップ支援戦略の推進

本県の経済成長の新たな原動力となり、多種多様な社会課題の解決の担い

手となるスタートアップの創出・育成や共創の取組を加速させるため、産業イノ

ベーション推進課を増員するとともに、スタートアップに精通した専門人材を採

用し、配置する。（＋３人）
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◆ 先端産業創出プロジェクトの推進

ファルマバレー、フーズ、フォトン、ＣＮＦなど本県が有する各地域のポテンシ

ャルを活かした様々な先端産業創出プロジェクト間での連携等を通じて、成果の

早期創出と高度化を図るため、産業イノベーション推進課から新産業集積課に

ＭａＯＩ（マリンオープンイノベーション）プロジェクト関連業務を移管するとともに、

増員する。（＋３人）

（５） 魅力の発信と交流の拡大

◆ インド・ネパールとの交流深化

インド・ネパールとの交流を深化させ、県内企業における人材確保に向けた

取組を強化するため、地域外交課を増員する。（＋１人）

◆ 東京2025デフリンピックへの対応

東京 2025 デフリンピックの自転車競技が本県で開催されることを踏まえ、大会の

成功に向けた準備を着実に進めるため、スポーツ振興課を増員するとともに、大会

運営本部である（公財）東京都スポーツ文化事業団へ職員を派遣する。 （＋２人）

方針２ 生産性の高い持続可能な行財政運営

（１）政策の推進に向けた組織体制の強化

◆ 簡素で効率的な業務執行体制の試行的導入

県政の重要課題等に迅速かつ的確に対応するため、経営管理部において

「部－課」体制（局の廃止）を試行的に導入する。

また、業務の効率的な執行のため、福利厚生課及び健康指導課を廃止し、職

員厚生課を設置する。

◆ 長時間勤務の解消に向けた応援体制の構築

自然災害の対応などによる技術職員の負担軽減を図るため、一時的に集中

する業務等に対応する職員をくらし・環境部建築住宅局及び交通基盤部政策

管理局に配置し、部内の業務応援体制を強化する。（＋２人）
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◆ 地方独立行政法人への職員派遣の見直し

県施策と密接な関連を有する公立大学法人など外郭団体への派遣については、

法人の自主性、自立性を踏まえつつ、職員派遣を見直す（プロパー化等）。

・静岡県公立大学法人派遣 （▲３人）

・静岡県土地開発公社派遣 （▲１人）

◎ 令和６年度組織定数改編の状況

（１）組織

（２）定数（一般行政部門）

年度 部局等
本庁 出先機関

局等 課・室 本所 支所

５年度 １６ ４１ １６４ ７２ ３１

６年度 １６ ３６ １６０ ７２ ３１

増減 － ▲５ ▲４ － －

年度 ５年度 ６年度 増減

職員数（人） ５,９３７ ５,９２２ ▲１５


